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１． 14 年 3 月期の連結業績（平成 13 年 4 月 1 日～平成 14 年 3 月 31 日） 

（１）連結経営成績                             （注）百万円未満切捨表示 

   売  上  高    営 業 利 益   経 常 利 益 

     百万円     ％      百万円     ％      百万円     ％ 

14 年 3 月期 ４３９，７５６（ △５．３）   ９，８４８（△２５．０）   ９，２４５（△２９．９） 

13 年 3 月期 ４６４，３４０（ △３．２）  １３，１３０（ １２．５）  １３，１９７（ ２４．０） 

 

１株当たり 潜在株式調整後１株 株 主 資 本       総 資 本 売 上 高  
 

 当 期 純 利 益 当期純利益 当たり当期純利益          当期純利益率 経常利益率 経常利益率 

    百万円    ％  円  銭    円  銭     ％      ％     ％ 

14 年 3 月期   １９１（△８４．３）   1. 20       －   ０．１    １．４   ２．１ 

13 年 3 月期 １，２１９（    －）   7. 67       －   ０．７    ２．０   ２．８ 

 （注）①持分法投資損益 14 年 3 月期 29 百万円 13 年 3 月期 863 百万円 

    ②期中平均株式数（連結） 14 年 3 月期 159,094,803 株 13 年 3 月期 159,095,684 株 

    ③会計処理の方法の変更  無 

    ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

（２）連結財政状態 

   総 資 産   株 主 資 本   株主資本比率 １株当たり株主資本 

      百万円      百万円        ％     円  銭 

14 年 3 月期  ６５４，４９７  １７０，０３１     ２６．０ １，０６８．７６ 

13 年 3 月期  ６４５，７５６  １７５，２９２     ２７．１ １，１０１．８１ 

 （注）期末発行済株式数（連結） 14 年 3 月期 159,092,605 株 13 年 3 月期 159,095,722 株 

（３）連結キャッシュ・フロ－の状況 

営 業 活 動 に よ る          投 資 活 動 に よ る          財 務 活 動 に よ る          現金及び現金同等物 
 

キャッシュ・フロ－ キャッシュ・フロ－ キャッシュ・フロ－ 期 末 残 高          

      百万円      百万円      百万円      百万円 

14 年 3 月期  △１５，９３４   △３，３８６    ９，４６１   ５４，１５０ 

13 年 3 月期   １０，５１２   △５，７６９   △７，５７０   ６３，９５３ 

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

   連結子会社数 6 社  持分法適用非連結子会社数 4 社  持分法適用関連会社数 2 社 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結（新規）－社 （除外）－社  持分法（新規）－社 （除外）－社 

 

２． 15 年 3 月期の連結業績予想（平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日） 

 売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益        

        百万円        百万円        百万円 

 中 間 期    １３８，０００     △２，４００     △２，０００ 

 通   期    ４６８，０００      １，８００        ８００ 

 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 5 円 03 銭 

  ※上記予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の 5 ページを参照してください。 
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企業集団の状況 

 当社グループは、当社、子会社１４社及び関連会社６社で構成され、建設事業及び不動産事業等を主な事業の 
内容としております。当社グループの事業に係わる位置付け及び事業の種類別セグメントとの関係は、次のとお 
りであります。なお、次の２部門は事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 
 
［建 設 事 業      ］ 
  当社は総合建設業を営んでおり、子会社である光が丘興産（株）他４社及び関連会社の前田道路（株）他２ 
 社が同一の建設事業を営んでおり、当社が工事を施工するに当たり一部について施工協力を行なっており、              
 （株）前田製作所他１社が建設用資機材の納入を行なっております。 
［その他の事業］ 
  当社は開発事業を営んでおり、子会社である正友地所（株）他１社が不動産の販売及び賃貸事業を行なって 
 おります。また、子会社である（株）前田製作所が建設機械の製造・販売を、フジミ工研（株）がコンクリー 
 ト二次製品の製造・販売を主な事業の内容としているほか、関連会社の（株）光邦は印刷業を営んでおります。 
   
  事業の系統図は次のとおりであります。 

得      意      先 
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  （注）無印は連結子会社６社、※１は非連結子会社で持分法適用会社４社、※２は非連結子会社で持分法 
     非適用会社４社、※３は関連会社で持分法適用会社２社、※４は関連会社で持分法非適用会社４社 
     である。 
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         建 設 事 業            開発事業

  ［建 設 事 業］ 
（子  会  社） 
 光が丘興産（株） 
 フジミビルサービス（株） 
 （株）ミヤマ工業 
 その他２社   ※１ 
 
（関 連 会 社） 
 前田道路（株）※３ 
 その他２社  ※４ 
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  ［そ の 他 の 事 業］ 
（子  会  社） 
 （株）前田製作所 
 フジミ工研（株） 
 正友地所（株） 
 その他６社 ※１ ※２ 
 
（関 連 会 社） 
 （株）光邦 ※３ 
 その他２社 ※４ 
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関係会社の状況 
 

名 称 住 所 資本金 主要な事業 
の 内 容 

議決権の
所有割合 関 係 内 容 摘要 

（連 結 子 会 社）  百万円  ％   

 ㈱ 前 田 製 作 所          長野県長野市        3,160 その他の事業    50.3  (  8.3) 

当社は建設用機械等を購
入、賃借している。 
役員の兼任等…… 有 

※１ 
※２ 

 光 が 丘 興 産 ㈱          東京都千代田区 1,054 建設事業、 
その他の事業 

   67.9 
 ( 44.5) 

当社より建設工事を受注し
ている。当社は建設用資機
材を購入、賃借している。 
役員の兼任等…… 有 

※１ 

 フ ジ ミ 工 研 ㈱          東京都千代田区 250 その他の事業    83.3  ( 33.3) 

当社は建設用資材を購入し
ている。 
役員の兼任等…… 有 

  

 フジミビルサービス㈱ 東京都千代田区 100 建 設 事 業         100.0  ( 50.0) 

当社より建設工事を受注し
ている。当社施設のビル管
理等を行なっている。 
役員の兼任等…… 有 

  

 正 友 地 所 ㈱          東京都千代田区 50 その他の事業   100.0  (  3.6) 

当社グループの不動産開発
を行なっている。 
役員の兼任等…… 有 

  

 ㈱ ミ ヤ マ 工 業          東京都千代田区 25 建 設 事 業         100.0  ( 50.0) 

当社より建設工事を受注し
ている。 
役員の兼任等…… 有 

  

(持分法適用関連会社)  百万円  ％   

 前 田 道 路 ㈱           東京都品川区        19,350 建設事業、 
その他の事業 

   20.4 
 (  0.0) 

当社より舗装工事等の建設
工事を受注している。 
役員の兼任等…… 無 

 ※２ 

 ㈱   光   邦 東京都千代田区 100 その他の事業    40.7  ( 15.0) 

当社より印刷、製本等を受
注している。 
役員の兼任等…… 無 

  

（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 
   ２．※１：特定子会社に該当する。 
   ３．※２：有価証券報告書を提出している。なお、㈱前田製作所は株式を日本証券業協会に店頭上場し、 
     前田道路㈱は株式を東京証券取引所市場第一部に上場している。 
   ４．議決権の所有割合の（  ）内は、間接所有割合で内数である。 
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経 営 方 針 

１．会社の経営の基本方針 
  当社は、創業以来「誠実」「意欲」「技術」を社是とし、「  良い仕事をして顧客の信頼を得る」を基本理念と 
 した、品質至上と顧客最優先のもと、顧客と地域社会に信頼感・安心感・満足感を与える品質を提供すること 
 を創業理念としております。また、事業を通して常に社会に意義ある貢献をするため、「ＭＡＥＤＡ行動規範」 
 を定め、株主・ 投資家に理解と共感を得る開かれた経営を目指しております。 
  
２．会社の利益配分に関する基本方針 
  利益配分につきましては、株主の皆様に長期的な安定配当を行なうとともに、将来の事業展開に備えるため、 
 内部留保に努めることを利益配分の基本方針としております。内部留保資金につきましては、新技術の開発お 
 よび将来の事業展開に備えるための原資として有効に活用していく予定であります。 
 
３．中長期的な会社の経営戦略 

当社は、厳しい経営環境の中にあっても、縮小均衡ではなく、従来構造を打破して「利益ある成長」を目指し 
ていくために、平成１４年度を初年度とする３ヵ年の「中期経営計画」を策定し、次の重点施策を掲げて経営改 
革を推進しております。 

（１）価格競争力の向上 

新しい生産システムの構築や総経費の圧縮などにより、価格競争力の強化を図る。 

（２）ソリューション機能の強化 

顧客の抱える問題に対する解決能力を高めることにより、上・下流の営業力（エンジニアリング力）を 

さらに強化する。 

（３）ブランド力の向上 

信用力（財務力）を堅持し、施工品質の向上や環境・安全活動、広報・ＩＲ活動への取り組みをさらに 

強化することにより、顧客に選ばれるブランドを有する企業になる。 

（４）新規市場の開拓 

リテール事業、ＩＴソリューション事業を拡大するとともに、市場の変化に対応し、新たな事業領域に 

挑戦する。 

 

４．会社の経営管理組織の整備等(コーポレート・ガバナンスの充実)に関する施策 

 経営改革の一環として、経営の意思決定の迅速化と業務執行の責任を明確化するため、執行役員制度を導

入しております。これにより、グループを含めた経営戦略の決定や業務執行の監督機能の強化を図るととも

に、各担当分野での迅速な業務執行が行なえる経営体制を整えております。 

 

５．会社の対処すべき課題 

当社は、「中期経営計画」を推進するための具体的施策として、建設事業における新しい生産システムの

構築、リニューアルを含めたエンジニアリング分野の受注拡大、リテール事業やＩＴソリューション事業な

どの新たな事業への取り組みを強化いたします。さらに、組織の簡素化と効率化、人事制度をはじめとする

諸制度の改革などを進めるとともに、統合データベースにより基幹情報システムを再構築するなど、事業活

動のさらなる効率化に努めてまいります。また、企業の社会的責務として、豊かな社会づくりに貢献するた

め、今後とも継続して環境保全活動に取り組むなど、より一層の社業の発展に努力を重ねてまいります。 
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経営成績及び財政状態 

１．経営成績 
（１）当期の業績全般の概況 

当期におけるわが国経済は、米国における同時多発テロ事件以降、米国経済が停滞感を一層強め、世界経済 

  が減速傾向を示すなか、国内においては金融機関の不良債権処理の遅れなどから先行き不透明感が続き、景気 

は総じて後退局面にありました。年度末には、米国経済の回復基調を受け、一部の業種で明るさがみられまし 

たものの、企業の業績改善が進まず、企業収益や設備投資が大幅に減少いたしました。また、完全失業率が過 

去最高水準で推移し、雇用・所得環境が一段と厳しさを増したことから、物価の下落とともに、個人消費は低 
迷を続け、経済は依然としてデフレ傾向を示す状態にありました。 
当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の主たる事業の建設業界におきましては、公共投資 

  は、国および地方自治体の厳しい財政事情や構造改革により抑制され、公共工事は減少いたしました。また、

民間設備投資も、製造業ではＩＴ産業の不振などから電機・機械を中心に低迷し、非製造業では住宅取得マイ

ンドの低下からマンション販売も陰りをみせるなど、積極的な投資は手控えられました。このように、建設投

資は全般的に落ち込み、受注環境は依然として厳しい状況にありました。一方では、建設会社間の統合や事業・

技術提携が発表されるなど、業界再編の動きも見られます。 

このような情勢のもと、当社は重点営業体制の整備により顧客対応力の強化に努めるとともに、エンジニア 

  リング機能の充実やＰＦＩ（民間資金等活用事業）分野などに対し積極的に取り組むなどの営業活動を展開し 
てまいりました。また、グループ各社におきましても、厳しい経営環境のなか懸命な努力を重ねてまいりまし 

た。 

   当期の業績につきましては、以下のとおりになりました。 
①売上について 
  当期の連結ベースの売上高は、前期比５．３％減の４，３９７億円余となり、当社単体での売上高（完

成工事高）につきましては、前期比４．７％減の３，８９７億円余となりました。 
②利益について 

    当期の連結ベースの利益は、経常利益が前期比２９．９％減の９２億円余、当期純利益は前期比８４．３％ 
   減の１億９千万円余となりました。当社単体での利益につきましては、管理コストの低減に努めましたが、

受注競争の激化などから完成工事利益率が低下したことにより、営業利益は前期比２６．６％減の８６億円

余、経常利益は前期比２６．２％減の８５億円余となりました。また、特別損失として、海外工事に関する

和解金や株式市場低迷にともなう投資有価証券評価損を計上したことなどにより、５億円余の当期純損失を

計上することとなりました。 

  ③株主配当金について 
    当期の株主配当金につきましては、当初予定のとおり１株につき９円とさせていただきます。 
（２）当期のセグメント別の概況 
  ①建設事業について 
    建設事業は、当社が大半を占めており、当社を中心に積極的な営業活動を展開してまいりましたが、売上

高は前期比５．６％減の３，９２６億円余となり、営業利益につきましては、前期比２４．９％減の１０３

億円余となりました。 
  ②その他の事業について 
    その他の事業は、建設事業に関連する事業を中心にサービス業まで幅広く展開しており、厳しい事業環境

のなか、売上高は前期比２．４％減の４７０億円余となりましたが、営業利益につきましては、前期に対し

て微増の８千万円余となりました。 
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（３）次期の業績全般の見通し 
   今後の見通しにつきましては、米国経済の好転や企業の在庫調整の進展による景気回復に期待が持たれます 

が、依然として厳しい雇用・所得環境や、金融機関の不良債権処理の問題などにより、景気は、先行きの不透 

明感から引き続き低調に推移するものと予想されます。建設業界におきましては、民間設備投資の早期回復は 

期待できず、政府の構造改革にともなう公共工事の一層の削減が見込まれます。また、入札・契約制度の見直 

しや発注形態の多様化が予測され、市場環境の様々な変化に対する対応能力の向上が求められるものと推察さ

れます。 

   次期の業績予想につきましては、以下のとおり見込んでおります。 
①受注について 

    次期の当社単体での受注高につきましては、建築工事が当期比３．８％減の２，１５０億円、土木工事が

同６．６％増の１，５００億円、合計で当期並の３，６５０億円を見込んでおります。 
②売上について 

    次期の連結ベースの売上高は、当期比６．４％増の４，６８０億円を見込んでおります。当社単体での 
売上高（完成工事高）につきましては、建築工事が当期比６．４％増の２，５１０億円、土木工事が当期比

６．５％増の１，６４０億円、合計で当期比６．５％増の４，１５０億円を見込んでおります。 
③利益について 

    次期の連結ベースの利益は、経常利益が当期比８０．５％減の１８億円、当期純利益は８億円を見込んで

おります。 
④株主配当金について 

    次期の株主配当金につきましては、当期同様に１株につき９円を予定しております。 
 
２．財政状態 
（１）当期の概況 
    当期連結ベースの営業活動によるキャッシュ・フローは、大型再開発事業及び民間集合住宅工事などの旺

盛な資金需要による工事立替資金の増加や売上債権の増加などにより、△１５９億円余となりました。投資

活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得などにより△３３億円余となりました。財務活動による

キャッシュ・フローは、長期資金として社債発行により１４５億円を調達したことなどにより、９４億円余

となりました。以上の結果、現金及び現金同等物は、前連結会計年度に比べ９８億余減少し、期末残高は 
５４１億円余となりました。 

（２）次期の見通し 
    次期連結ベースの営業活動によるキャッシュ・フローは、工事代金などの回収促進とコスト削減による支

出の低減に努めてまいりますが、工事立替資金の増加などにより当期並みの△１５０億円を予定しておりま

す。投資活動によるキャッシュ・フローのうち設備投資額は当期より減少する見込みです。財務活動による

キャッシュ・フローは、営業活動による資金需要の増加に対応するため、１５０億円の資金調達を予定して

おります。なお、有利子負債の期末残高は、１，１００億円余となる予定です。以上の結果、次期の現金及

び現金同等物の期末残高は、当期並みを予想しております。 
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連結財務諸表等 

比較連結貸借対照表 
                                             （単位：百万円） 

当連結会計年度 
（ Ｈ１４．３．３１現在 ） 

前連結会計年度 
（ Ｈ１３．３．３１現在 ） 

増  減         期 別 
 

科 目   金   額   ％   金   額   ％ 金  額 

【資 産 の 部】 【６５４，４９７】 【100.0】 【６４５，７５６】 【100.0】 【   ８，７４０】 

［流 動 資 産        ］ ［４７８，７５２］ ［ 73.1］ ［４６０，６２７］ ［ 71.3］ ［  １８，１２４］ 

 現 金 預 金             ５４，４８２    ６４，７０５    △１０，２２３ 
 受取手形・完成工事未収入金等  １１３，２０５   １０４，０４７      ９，１５７ 

 有 価 証 券                  ６         －          ６ 

 販 売 用 不 動 産             １３，６９２    １３，３９６        ２９５ 

 未 成 工 事 支 出 金            ２４９，８７３   ２２８，７７４     ２１，０９９ 

 その他たな卸資産              ４，７１４     ４，０３５        ６７９ 

 繰 延 税 金 資 産             １４，３７２    １４，１１９        ２５３ 

 そ の 他 流 動 資 産             ３３，４８５    ３５，２７８     △１，７９３ 

   貸 倒 引 当 金           △５，０８０    △３，７２９    △１，３５１ 

      

［固 定 資 産        ］ ［１７５，７４４］ ［ 26.9］ ［１８５，１２９］ ［ 28.7］ ［  △９，３８４］ 

（有 形 固 定 資 産         ） （ ８５，０６７） （ 13.0） （ ８８，０１０） （ 13.6） （  △２，９４２） 

 建 物 ・ 構 築 物             ４２，３９７    ４３，７２０     △１，３２２ 
 機械・運搬具・工具・器具備品    ７，７１８     ８，２４７       △５２８ 

 土 地             ３４，８８５    ３５，８２１       △９３５ 

 建 設 仮 勘 定                 ６６       ２２２       △１５５ 

（無 形 固 定 資 産         ） （  １，３０７） （  0.2） （  １，０９４） （  0.2） （     ２１２） 

（投 資 等         ） （ ８９，３７０） （ 13.7） （ ９６，０２４） （ 14.9） （  △６，６５４） 

 投 資 有 価 証 券             ６８，５９７    ７５，４９０     △６，８９２ 

 長 期 貸 付 金              ５，８０９     ６，６３９       △８２９ 

 破産債権、更生債権等              ９，０９１    １０，１１１     △１，０２０ 

 繰 延 税 金 資 産              ７，７９４     ６，００３      １，７９１ 

 そ の 他 投 資 等              ９，９４４    １０，４３２       △４８７ 

   貸 倒 引 当 金          △１１，８６８   △１２，６５３        ７８５ 

      

      

 資  産  合  計  ６５４，４９７  100.0  ６４５，７５６  100.0     ８，７４０ 



                                              前田建設（連結） 

 ７

                                                （単位：百万円） 
当連結会計年度 

（ Ｈ１４．３．３１現在 ） 
前連結会計年度 

（ Ｈ１３．３．３１現在 ） 
増  減         期 別 

 
科 目   金   額   ％   金   額   ％ 金  額 

【負 債 の 部】 【４７８，０２６】 【 73.0】 【４６４，１５２】 【 71.9】 【   １３，８７４】 
［流 動 負 債        ］ ［４０５，７２０］ ［ 62.0］ ［３９３，５２７］ ［ 60.9］ ［  １２，１９３］ 
 工 事 未 払 金 等             ８４，１３３    ８９，６６４     △５，５３１ 
 短 期 借 入 金             ６５，６４０    ５４，２０５     １１，４３５ 
 一年以内償還の社債                  －    １０，０００    △１０，０００ 
 一年以内償還の転換社債    ８，２０９         －      ８，２０９ 
 未 払 法 人 税 等                ５０９       ４８６         ２２ 
 未 成 工 事 受 入 金            ２１５，１００   ２０４，７７７     １０，３２３ 
 修 繕 引 当 金              １，２０５     １，１６８         ３７ 
 賞 与 引 当 金   ２，８６５        －     ２，８６５ 
 完成工事補償引当金               ３２７      ３４３       △１６ 
 そ の 他 流 動 負 債             ２７，７２８    ３２，８８１     △５，１５３   

      
［固 定 負 債        ］ ［ ７２，３０６］ ［ 11.0］ ［ ７０，６２５］ ［ 10.9］ ［   １，６８０］ 
 社        債   ２３，０００     ９，０００     １４，０００ 
 転 換 社 債                  －     ８，２０９     △８，２０９ 
 長 期 借 入 金              ９，９１２    １４，２１２     △４，３００ 
 退 職 給 付 引 当 金             ３２，５６５    ３３，０４９       △４８４ 
 役員退職慰労引当金                ６３２       ５３３         ９８ 
 そ の 他 固 定 負 債              ６，１９６     ５，６２０  ５７５ 

      
【少数株主持分       】 【  ６，４３８】 【  1.0】 【  ６，３１１】 【  1.0】 【     １２７】 

 少 数 株 主 持 分              ６，４３８     ６，３１１        １２７ 

      
【資 本 の 部】  【１７０，０３１】 【 26.0】 【１７５，２９２】 【 27.1】 【  △５，２６１】 

［資 本 金        ］ ［ ２３，４５４］ ［  3.6］ ［ ２３，４５４］ ［  3.6］ ［       －］ 
［資 本 準 備 金        ］  ［ ３１，５７９］ ［  4.8］ ［ ３１，５７９］ ［  4.9］ ［       －］ 
［連 結 剰 余 金        ］ ［１１１，６０６］ ［ 17.1］ ［１１３，１８１］ ［ 17.5］ ［  △１，５７４］ 
［その他有価証券評価差額金］ ［ １１，２１８］ ［  1.7］ ［ １４，９１５］ ［  2.3］ ［  △３，６９７］ 
［為替換算調整勘定］ ［    △４１］ ［△0.0］ ［    △５４］ ［△0.0］ ［      １２］ 
［自 己 株 式        ］ ［     △２］ ［△0.0］ ［     △０］ ［△0.0］ ［      △１］ 
［子会社の所有する親会社株式］ ［ △７，７８４］ ［△1.2］ ［ △７，７８４］ ［△1.2］ ［       －］ 
 
 
 
 
 
 
 
 

     

負債、少数株主持分及び資本合計  ６５４，４９７  100.0  ６４５，７５６  100.0     ８，７４０ 
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比較連結損益計算書 
                                                （単位：百万円） 

当連結会計年度 前連結会計年度 
( Ｈ13.4.1～Ｈ14.3.31 ) ( Ｈ12.4.1～Ｈ13.3.31 ) 

     増  減             期 別 
 
科 目   金  額  ％   金   額  ％   金  額   ％ 
（経 常 損 益 の 部）        

営 業 損 益                   
 売 上 高             ４３９，７５６ 100.0  ４６４，３４０ 100.0  △２４，５８４  △5.3 

  完 成 工 事 高              ３９２，６８８   ４１６，１２７   △２３，４３９  

  開 発 事 業 等 売 上 高               ４７，０６８    ４８，２１３    △１，１４５  

 売 上 原 価             ３９８，２７０  90.6  ４１６，４７８  89.7  △１８，２０８  △4.4 

  完 成 工 事 原 価              ３５６，９４９   ３７４，０８７  △１７，１３７  

  開 発 事 業 等 売 上 原 価               ４１，３２０    ４２，３９１    △１，０７０  

   売 上 総 利 益              ４１，４８５   9.4   ４７，８６１  10.3   △６，３７６ △13.3 

  完 成 工 事 総 利 益               ３５，７３８    ４２，０３９    △６，３０１  

  開発事業等売上総利益                ５，７４７     ５，８２２       △７４  

 販売費及び一般管理費              ３１，６３６   7.2   ３４，７３１   7.5   △３，０９４  △8.9 

   営 業 利 益               ９，８４８   2.2   １３，１３０   2.8   △３，２８１ △25.0 

営 業 外 損 益                  
 営 業 外 収 益               ２，２７８   0.5    ３，２１９   0.7     △９４０ △29.2 

  受 取 利 息 配 当 金                １，４９０     １，５６０       △７０  
  そ の 他 営 業 外 収 益                  ７８８     １，６５８      △８７０  
 営 業 外 費 用               ２，８８２   0.7    ３，１５１   0.7     △２６９ △8.6 

  支 払 利 息                ２，０５６     ２，３２４      △２６８  
  そ の 他 営 業 外 費 用                  ８２６       ８２７        △１  
   経 常 利 益               ９，２４５   2.1   １３，１９７   2.8   △３，９５２ △29.9 

（特 別 損 益 の 部）       
 特 別 利 益               １，４８３   0.3      ４０５   0.1    １，０７７  265.8 

  固 定 資 産 売 却 益                １，３９０       １１８     １，２７２  

  そ の 他 特 別 利 益                   ９２       ２８７      △１９４  

 特 別 損 失               ８，１２３   1.8   １０，５１８   2.3   △２，３９４ △22.8 

  投 資 有 価 証 券 評 価 損                １，７２２     １，２７６       ４４５  

  滞留債権等貸倒引当金繰入額                      －     ２，５９１    △２，５９１  
  退職給付会計基準変更時差異        －     １，２０７    △１，２０７  

  仲 裁 裁 定 費 用                    －     １，４００    △１，４００  

  じ ん 肺 訴 訟 和 解 金                     －     １，３８９    △１，３８９  

  海 外 工 事 和 解 金    ４，３４１         －      ４，３４１  

  ゴルフ会員権等評価損        －     １，２６７    △１，２６７  

  そ の 他 特 別 損 失                ２，０５９     １，３８５       ６７４  

   税金等調整前当期純利益    ２，６０５   0.6    ３，０８５   0.7     △４８０ △15.6 
   法人税、 住民税及び事業税    １，３２０       ６９９       ６２０  

   法 人 税 等 調 整 額                 ８７５     ３，４８３    △２，６０７  

   少 数 株 主 利 益      ２１７         －       ２１７  

   少 数 株 主 損 失                   －     ２，３１７    △２，３１７  

   当 期 純 利 益                 １９１   0.0    １，２１９   0.3   △１，０２８ △84.3 

 



                                              前田建設（連結） 

 ９

 
比較連結剰余金計算書 

                                                 （単位：百万円） 

当連結会計年度 前連結会計年度          期  別 

 科  目 ( Ｈ13.4.1～Ｈ14.3.31 )  ( Ｈ12.4.1～Ｈ13.3.31 ) 
   増   減 

 連結剰余金期首残高     １１３，１８１     １１３，７２５      △５４４ 

   連結剰余金期首残高     １１３，１８１     １１３，７２５      △５４４ 

    

 連結剰余金減少高                １，７６５       １，７６３         １ 

   株 主 配 当 金                １，６６６       １，６６６         ０ 

   取 締 役 賞 与 金                   ９８          ９７         １ 

    

 当 期 純 利 益                  １９１       １，２１９    △１，０２８ 

    

 連結剰余金期末残高     １１１，６０６     １１３，１８１    △１，５７４ 
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比較連結キャッシュ・フロー計算書 
                                           （単位：百万円） 

当連結会計年度 前連結会計年度                 期  別 
  科  目 (H13.4.1～H14.3.31) (H12.4.1～H13.3.31) 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

   税金等調整前当期純利益・損失(△)      ２，６０５      ３，０８５ 

   減価償却費      ６，０５６      ６，３９３ 

   貸倒引当金の増加・減少(△)額        ５６５     △２，９１３ 

   退職給付引当金の増加・減少(△)額       △３８５       △７７５ 

   受取利息及び受取配当金     △１，４９０     △１，５６０ 

   支払利息      ２，０５６      ２，３２４ 

   為替差損・益(△)       △１０７       △８４５ 

   有価証券・投資有価証券売却損・益(△)         ３４        △３５ 

   有価証券・投資有価証券評価損      １，７２２      １，２７６ 

   売上債権の減少・増加(△)額     △９，１５７        １８３ 

   未成工事支出金の減少・増加(△)額    △２１，０９９     １６，４８９ 

   たな卸資産の減少・増加(△)額       △４７４     △３，０４４ 

   仕入債務の増加・減少(△)額     △５，５３１      １，５７８ 

   未成工事受入金の増加・減少(△)額     １０，３２３    △１５，０４５ 

   その他       △２９９      ４，５００ 

   小 計    △１５，１８２     １１，６１０ 

   利息及び配当金の受取額      １，７５３      １，８３３ 

   利息の支払額     △２，０２１     △２，３３０ 

   法人税等の支払額       △４８４       △６００ 

  営業活動によるキャッシュ・フロー    △１５，９３４     １０，５１２ 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

   有形・無形固定資産の取得による支出     △４，７５８     △４，５２４ 

   有形・無形固定資産の売却による収入      １，４１０        ５８１ 

   投資有価証券の取得による支出     △６，３３２     △２，９８９ 

   投資有価証券の売却による収入      ４，９２３      ２，１６２ 

   貸付けによる支出     △１，５９９     △４，６２３ 

   貸付金の回収による収入      １，９０１      ３，０９９ 

   その他      １，０６９        ５２４ 

  投資活動によるキャッシュ・フロー     △３，３８６     △５，７６９ 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   
   短期借入金純増加・減少(△)額     １０，１３４     △５，２６０ 
   長期借入れによる収入          －      ７，９００ 
   長期借入金の返済による支出     △２，９９８     △２，０３７ 
   社債の発行による収入     １４，５００          － 
   社債の償還による支出    △１０，５００     △６，５００ 
   配当金の支払額     △１，６６６     △１，６６６ 
   自己株式の売却による収入          ３          ０ 
   自己株式の取得による支出         △４         △０ 
   少数株主への配当金の支払額         △５         △５ 
  財務活動によるキャッシュ・フロー      ９，４６１     △７，５７０ 
   
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額         ５６         １３ 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加・減少(△)額     △９，８０３     △２，８１４ 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高     ６３，９５３     ６６，７６８ 
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高     ５４，１５０     ６３，９５３ 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
１．連結の範囲に関する事項 
  連結子会社数６社 
   （株）前田製作所、光が丘興産（株）、フジミ工研（株）、フジミビルサービス（株）、正友地所（株）、 
   （株）ミヤマ工業 
２．持分法の適用に関する事項 

持分法適用会社数６社 
 非連結子会社 ＭＫＫテクノロジーズインコーポレイテッド他３社 
 関 連 会 社       前田道路（株）他１社 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
  連結子会社の事業年度は連結財務諸表提出会社と同一である。 
４．会計処理基準に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
  ①有価証券 

満期保有目的の債券  償却原価法（定額法） 
その他有価証券         
 時価のあるもの  決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は部分資本直入法により処理し、売 
          却原価は移動平均法により算定） 
 時価のないもの  移動平均法による原価法 
但し、一部の連結子会社は、その他有価証券の時価のあるものについて、評価差額を全部資本直入法によ 
り処理している。 

  ②デリバティブ    時価法 
  ③たな卸資産 
   未成工事支出金          個別法による原価法 
   販 売 用 不 動 産          個別法による低価法 
   その他たな卸資産  移動平均法に基づく原価法 
   但し、一部の連結子会社は、販売用不動産及びその他たな卸資産について、個別法による原価法によって 
   いる。 
（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
   有形固定資産 
   定率法によっている。但し、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、 
   定額法によっている。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準に 
   よっている。また、一部の連結子会社では、一部資産を生産高比例法によっている。 
（３）重要な引当金の計上基準 
  ①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権 
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を引当て計上している。 

  ②賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の内、当連結会計年度負担額を引当て計上し

ている。 

  ③退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、 

   当連結会計年度において発生していると認められる額を引当て計上している。 

過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15 年）による定額法に

より按分した額を費用の減額処理することとしている。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年

～15 年）による定額法により按分した額を、それぞれの発生の翌連結会計年度から費用処理している。 

  ④役員退職慰労引当金 
   取締役、監査役及び執行役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく期末要支給額の全額を引当て計上

している。 
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（４）重要なリース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
（５）ヘッジ会計の方法 
   繰延ヘッジ処理によっている。なお、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについては、特例処理 
   によっている。 
（６）消費税等の会計処理 
   消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。 
５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
  連結子会社の資産及び負債の評価は全面時価評価法によっている。 
６．利益処分項目等の取扱いに関する事項 
  連結剰余金計算書は、連結会計年度中において確定した利益処分に基づいて作成している。 
７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
  連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、現金、要求払預金及び取得日から 
  満期日までの期間が３カ月以内の定期預金及び譲渡性預金からなっている。 
 
 
追 加 情 報 

従来、従業員に対して支給する賞与支給見込額については、その他流動負債に含めて表示していたが、リサー

チ・センター審理情報[№15]「未払従業員賞与の財務諸表における表示科目について」（平成 13 年 2 月 14 日付

日本公認会計士協会）が公表されたことにより、当連結会計期間より賞与引当金として表示することに変更し

た。なお、前連結会計期間末のその他流動負債に含まれている金額は、3,442 百万円である。 
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注 記 事 項 

（連結貸借対照表関係） 

                           当連結会計年度     前連結会計年度 

１．有形固定資産の減価償却累計額          ６８，５６８百万円   ６７，１０８百万円 

２．投資有価証券のうち非連結子会社及び関連会社に対する株式 

                          ２３，３２８百万円   ２３，２５５百万円 

３．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産             １１，８３８百万円   １４，１３８百万円 

 担保が付されている債務            ２０，０４１百万円   ２１，７９３百万円 

４．保証債務額 

 借入金に対する保証債務             ４，３０６百万円    ５，０５９百万円 

   マンション売買契約手付金の返済保証債務       ９５９百万円    １，５１６百万円 

   その他の保証債務                   １０百万円       ４５百万円 

・従業員の住宅取得資金借入についての金融機関への保証債務（９７１百万円）に関しては、住宅資金貸付 
 保険が付保されており、将来において実損が発生する可能性がないため、保証債務額から除外している。 

５．受取手形裏書譲渡高                １９，４９４百万円   ２９，０３３百万円 

６．当連結会計年度末日が金融機関の休業日のため、連結会計年度末日満期手形を交換日に決済する処理を行な 
  っている。その金額は次のとおりである。 
   受取手形                    ２，３１３百万円 
   受取手形裏書譲渡高               ２，３２２百万円 
 
（連結損益計算書関係） 
                           当連結会計年度     前連結会計年度 

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 
   従業員給料手当                １１，３２１百万円   １５，９９８百万円 
   退職給付費用                  １，５６０百万円    １，６１７百万円 
    
２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費  ２，２６９百万円    ２，７２５百万円 
 
３．特別損失 
（１）香港政庁（現中国・香港特別行政区）より共同企業体の一員として受注した下水道トンネル工事に関し、 
   仲裁裁定を不服として上訴していたが、和解が成立したため、海外工事和解金として 4,341 百万円を  

当連結会計年度の特別損失に計上している。 
（２）当連結会計年度のその他特別損失には、海外工事和解金の未払額に対する為替差損 663 百万円が含まれて 

いる。 
 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
                           当連結会計年度      前連結会計年度 
  現金及び預金勘定                ５４，４８２百万円   ６４，７０５百万円 
  預入期間が３カ月を超える定期預金         △ ３３２百万円    △ ７５１百万円 
  現金及び現金同等物               ５４，１５０百万円   ６３，９５３百万円 
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セグメント情報 

１．事業の種類別セグメント情報 

当連結会計年度（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）            （単位：百万円） 

 建設事業 その他の事業    計 消去又は全社  連  結 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

  売 上 高      

（１）外部顧客に対する売上高 ３９２，６８８ ４７，０６８ ４３９，７５６      － ４３９，７５６ 

（２）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
  １，６３０  ９，２１７  １０，８４７ (１０，８４７)       － 

      計 ３９４，３１８ ５６，２８６ ４５０，６０４ (１０，８４７) ４３９，７５６ 

  営 業 費 用      ３８３，９５１ ５６，２０１ ４４０，１５３ (１０，２４６) ４２９，９０７ 

  営 業 利 益       １０，３６６     ８４  １０，４５０ (   ６０１)   ９，８４８ 

Ⅱ 資産、減価償却費及び      
   資本的支出      

   資   産 ５１１，０５０ ９０，３２０ ６０１，３７０ ５３，１２６ ６５４，４９７ 

  減価償却費   ３，２８７  ２，７６０   ６，０４７      ８   ６，０５６ 

  資本的支出   ５，５２８  １，６６５   ７，１９４     ８０   ７，２７４ 

 

前連結会計年度（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日）            （単位：百万円） 

 建設事業 その他の事業    計 消去又は全社  連  結 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

  売 上 高      

（１）外部顧客に対する売上高 ４１６，１２７ ４８，２１３ ４６４，３４０     － ４６４，３４０ 

（２）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
  １，９７５  ９，５６８  １１，５４３ (１１，５４３)       － 

      計 ４１８，１０２ ５７，７８１ ４７５，８８４ (１１，５４３) ４６４，３４０ 

  営 業 費 用      ４０４，２９１ ５７，７２７ ４６２，０１８ (１０，８０８) ４５１，２１０ 

  営 業 利 益       １３，８１１     ５４  １３，８６５ (   ７３４)  １３，１３０ 

Ⅱ 資産、減価償却費及び      
   資本的支出      

   資   産 ４８７，６３０ ９０，７２６ ５７８，３５６  ６７，４００ ６４５，７５６ 

  減価償却費   ３，５６５  ２，８５０   ６，４１６ (    ２２)   ６，３９３ 

  資本的支出   ３，９９１  ６，８３９  １０，８３１      １１  １０，８４２ 

（注）１．事業区分の方法 

     日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。 

   ２．各事業区分に属する主要な事業の内容 

     建 設 事 業      ：土木・建築その他建設工事全般に関する事業 

     その他の事業：建設機械及びコンクリート二次製品の製造、販売に関する事業 

            不動産の販売及び賃貸に関する事業 

            サービス事業他 

 

２．所在地別セグメント情報 

  当連結会計年度及び前連結会計年度は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計 

  額に占める「本邦」の割合が、いずれも９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略し 

  ている。 

 
３．海外売上高 
  当連結会計年度及び前連結会計年度は、海外売上高が連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を 
  省略している。 
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リース取引関係 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

当連結会計年度 前連結会計年度 

（Ｈ１３．４．１～Ｈ１４．３．３１） （Ｈ１２．４．１～Ｈ１３．３．３１） 

 

取 得 価 額      
相 当 額      

減 価 償 却       
累計額相当額 

期 末 残 高      
相 当 額      

取 得 価 額      
相 当 額      

減 価 償 却       
累計額相当額 

期 末 残 高      
相 当 額      

   百万円     百万円    百万円    百万円     百万円    百万円 

機 械 装 置        ４，６７８  ２，０２３ ２，６５５ ５，８４１  ２，２３６ ３，６０５ 

車 両 運 搬 具          ８４７     ３９１   ４５５   ８４９     ４１４   ４３５ 
工具・器具備品等   ９９４     ６７２   ３２１   ９８６     ５２９   ４５７ 

合     計 ６，５２０   ３，０８７ ３，４３２ ７，６７８   ３，１７９ ４，４９８ 

   （注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、 

      支払利子込み法により算定している。 

（２）未経過リース料期末残高相当額 

                  当連結会計年度      前連結会計年度 

   １  年  内       １，１６４百万円     １，５９２百万円 

   １  年  超       ２，２６７百万円     ２，９０５百万円 

   合     計       ３，４３２百万円     ４，４９８百万円 

   （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める 

      割合が低いため、支払利子込み法により算定している。 

（３）支払リース料及び減価償却費相当額 

                  当連結会計年度      前連結会計年度 

支払リース料        １，３４９百万円     １，７５０百万円 

減価償却費相当額      １，３４９百万円     １，７５０百万円 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

 

２．オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

                  当連結会計年度      前連結会計年度 

   １  年  内         ４２４百万円       ２２１百万円 

   １  年  超          ８０百万円       １０１百万円 

   合     計         ５０４百万円       ３２３百万円 

 
 

関連当事者との取引  

 該当事項なし。 
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有価証券関係 

当連結会計年度 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成１４年３月３１日現在）              （単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 時    価 差    額 
（１）時価が連結貸借対照表計 
   上額を超えるもの 

  
 

  
 

  
 

   国債・地方債等        ３４        ３４         ０ 
   小   計        ３４        ３４         ０ 
（２）時価が連結貸借対照表計 
      上額を超えないもの 

        －         －         － 

   合   計        ３４          ３４           ０   
２．その他有価証券で時価のあるもの（平成１４年３月３１日現在）                （単位：百万円） 

 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差    額 
（１）連結貸借対照表計上額が 
   取得原価を超えるもの 

  
 

  
 

  
 

   株   式    １５，８０２    ３５，１８２    １９，３７９ 
   債   券    
    国債・地方債等       ２７７       ２９４        １６ 
    そ の 他        ９６       １０７        １０ 
   そ の 他         －         －         － 
   小   計    １６，１７７      ３５，５８４      １９，４０７   
（２）連結貸借対照表計上額が 
   取得原価を超えないもの 

  
 

  
 

  
 

   株   式     ５，１０９     ３，８６４    △１，２４４ 
   債   券    
    国債・地方債等         －         －         － 
    そ の 他        １５        １４        △０ 
   そ の 他     １，７６７     １，２２５      △５４２ 
   小   計     ６，８９２     ５，１０４    △１，７８７ 
   合   計    ２３，０６９      ４０，６８８      １７，６１９ 

    
（注）その他有価証券で時価のあるものについて 1,061 百万円（株式 1,002 百万円、株式投信 59 百万円）減損処理を行っ

ている。 
 

３． 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 
                                    （単位：百万円） 

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額 
２１０  １２  ４６ 

４．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１４年３月３１日現在） 
(１) 満期保有目的の債券 
  非上場外国債券                     １，５００百万円 

        非上場内国債券                       １８０百万円 
   (２) その他有価証券 
        非上場株式（店頭売買株式を除く）   ２，８７３百万円 
５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成１４年３月３１日現在） 
                                          （単位：百万円） 

 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 
（１）債  券     
   国債・地方債等        －      ３２８        －        － 
   そ の 他        ６      ２１６    １，５８０        － 
（２）そ の 他        －       ６５      ７５０      ４０９ 
   合  計        ６      ６０８    ２，３３０      ４０９  



                                              前田建設（連結） 

 １７ 

前連結会計年度 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成１３年３月３１日現在）              （単位：百万円） 
 連結貸借対照表計上額 時    価 差    額 
（１）時価が連結貸借対照表計 
   上額を超えるもの 

  
 

  
 

  
 

   国債・地方債等        ２４        ２４         ０ 
   小   計        ２４        ２４         ０ 
（２）時価が連結貸借対照表計 
      上額を超えないもの 

        －         －         － 

   合   計        ２４          ２４           ０   

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成１３年３月３１日現在）                （単位：百万円） 
 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差    額 
（１）連結貸借対照表計上額が 
   取得原価を超えるもの 

  
 

  
 

  
 

   株   式    １７，４８０    ４３，２３５    ２５，７５４ 
   債   券    
    国債・地方債等       ２８７       ３１５        ２８ 
    そ の 他       １７５       １９７        ２２ 
   そ の 他         －         －         － 
   小   計    １７，９４３      ４３，７４８      ２５，８０５   
（２）連結貸借対照表計上額が 
   取得原価を超えないもの 

  
 

  
 

  
 

   株   式     ３，７８０     ２，９５７      △８２２ 
   債   券    
    国債・地方債等         －         －         － 
    そ の 他         －         －         － 
   そ の 他     １，８２９     １，３６９      △４５９ 
   小   計     ５，６０９     ４，３２７    △１，２８１ 
   合   計    ２３，５５２      ４８，０７５      ２４，５２３   

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日） 
                                    （単位：百万円） 

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額 
９９０ １８３ １４７ 

４．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１３年３月３１日現在） 
(１) 満期保有目的の債券 
  非上場外国債券                     １，０００百万円 

        非上場内国債券                       ２００百万円 
   (２) その他有価証券 
        非上場株式（店頭売買株式を除く）   ２，８８４百万円 
        非上場証券投資信託の受益証券             ５０百万円 
５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成１３年３月３１日現在） 
                                          （単位：百万円） 

 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 
（１）債  券     
   国債・地方債等        －      ３４０        －        － 
   そ の 他        －      １８７    １，２１０        － 
（２）そ の 他        －      １４０      ８９２      ３８５ 
   合  計        －       ６６８     ２，１０３       ３８５  

 
 
 
 
 
 
 



                                              前田建設（連結） 

 １８ 

税効果会計関係 

当連結会計年度（平成１４年３月３１日現在） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
   繰延税金資産 
    退職給付引当金損金算入限度超過額          １１，３１２百万円 
    繰越欠損金                      ９，６６３ 
    たな卸資産等有税評価減                ４，４３１ 
    固定資産等未実現利益                 ３，４９７ 
    貸倒引当金損金算入限度超過額             ２，１２２ 
    その他                        ４，３３６ 
   繰延税金資産小計                   ３５，３６４ 
   評価性引当額                     △４，５１５ 
   繰延税金資産合計                   ３０，８４８ 
   繰延税金負債 
    その他有価証券評価差額金              △８，１６５ 
    固定資産圧縮積立金                 △２，４２８ 
    その他                         △４５５ 
   繰延税金負債合計                  △１１，０４９ 
   繰延税金資産の純額                  １９，７９８ 
 

（注）当連結会計年度における繰延税金資産の純額のうち、△21 百万円は連結貸借対照表の「その他流動負債」 

に含めており、△2,347 百万円は「その他固定負債」に含めている。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



                                              前田建設（連結） 

 １９ 

デリバティブ取引関係 

１．取引の状況に関する事項 

（１）取引の内容 
   当社及び連結子会社の利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為替予約取引（期末における取引残

高はなし）、金利関連では金利スワップ取引である。 

（２）取引に対する取組方針 
      当社及び連結子会社は、原則として対象となる資産・負債を有するものに限りデリバティブ取引を利用し 
   ており、短期的な売買差益を獲得する目的や投機目的のための取引は行なわない方針である。 
（３）取引の利用目的 
      当社及び連結子会社は、通貨関連では外貨建て資金需要及び回収に関して、将来の取引市場での為替相場 
   の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を利用している。また、金利関連では将来の取引市場での金 
   利情勢の変化に伴う金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を利用している。 
（４）取引に係るリスクの内容 
      当社及び連結子会社が利用している為替予約取引は、調達コストを円貨で確定する目的の取引であり、為 
   替相場の変動リスクはない。また、当社及び連結子会社が利用している金利スワップ取引は市場金利の変 
   動リスクを有している。なお、当社及び連結子会社のデリバティブ取引の契約先は、信用度の高い国際的 
   な金融機関であり、相手方の契約不履行による信用リスクはないと判断している。 
（５）取引に係るリスク管理体制 
   当社及び連結子会社におけるデリバティブ取引についての基本方針は、各社の取締役社長が決定し、取引 
   の実行及び管理は、各社の財務部門が行なっている。 
（６）「取引の時価等に関する事項」についての補足説明 
     「取引の時価等に関する事項」についての「契約額等」は、あくまでもデリバティブ取引における名目的 
   な契約額又は計算上の元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではな 
   い。 
 
２．取引の時価等に関する事項 

        

（１）金利関連 

                               （単位：百万円） 

当連結会計年度 前連結会計年度 

（平成１４年３月３１日現在） （平成１３年３月３１日現在） 

契約額等 契約額等 

 

区
分 

種 類 

 うち１年超 
時 価 評価損益 

 うち１年超 
時 価 評価損益 

           

金利ｽﾜｯﾌﾟ取引         
以
外
の
取
引 

市

場

取

引 

 受取変動・ 

   支払固定 
 ５００   ５００   △１７   △１７  ５００   ５００   △２０   △２０ 

   合    計  ５００   ５００   △１７   △１７  ５００   ５００   △２０   △２０ 

（注）１．時価及び評価損益は、金融機関から提示された価格によっている。 

２．ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。 
                                                      



                                              前田建設（連結） 

 ２０ 

退職給付関係 

１．採用している退職給付制度の概要 
当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けている。ま 
た、一部の連結子会社が加入する厚生年金基金は総合設立型厚生年金基金であり、自社の拠出に対応する年 
金資産の額を合理的に計算することができないため、当該年金基金への要拠出額を退職給付費用として計上 
している。 
 

２．退職給付債務に関する事項（平成１４年３月３１日現在） 

イ．退職給付債務                      △９４，３６１百万円 

 ロ．年金資産                         ４３，５８７ 

  ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）              △５０，７７４ 

  ニ．未認識数理計算上の差異                  ２７，５８３ 

 ホ．未認識過去勤務債務                    △９，３７５ 
  へ．退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ）              △３２，５６５ 

  

３．退職給付費用に関する事項（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 

イ．勤務費用（注）                       ２，９５７百万円 

  ロ．利息費用                          ３，１３６ 

  ハ．期待運用収益                       △２，０６７ 

  ニ．数理計算上の差異の費用処理額                  ７８６ 
 ホ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ）               ４，８１２ 

 （注）厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除している。  
 
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ．退職給付見込額の期間配分方法      期間定額基準 
  ロ．割引率                 ２．５％～２．８％ 
  ハ．期待運用収益率             ４．５％ 
  ニ．過去勤務債務の処理年数         １５年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の 
                        年数による定額法により処理することとしている。） 
  ホ．数理計算上の差異の処理年数       １０年～１５年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内 
                        の一定の年数による定額法により、翌連結会計年度から償 
                        却することとしている。） 
 
 
 
 
 

生産、受注及び販売の状況 

 当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ。）が営んでいる事業の大部分を占める建設事業では生産を定義 
することが困難であり、建設事業においては請負形態をとっているため、生産実績及び販売実績を正確に示すこ 
とは困難であります。 
 また、当社グループの建設事業以外での生産及び受注は僅少であるため、当社単体での「建築・土木別 受注、 
完成、手持工事高」を個別財務諸表の概要の添付資料として開示しております。なお、生産、受注及び販売の状 
況については、記載可能な項目を「経営成績及び財政状態」における事業の種類別セグメントの業績に関連付けて

記載しております。 



 ２１ 

平成１４年３月期   個別財務諸表の概要          平成 14 年 5 月 22 日 

 

上場会社名  前 田 建 設 工 業 株 式 会 社                            上 場 取 引 所          東証第一部 

コード番号  １８２４                        本社所在都道府県  東 京 都 

（ＵＲＬ http://www.maeda.co.jp/） 

問 合 せ 先      責任者役職名 執行役員財務部長 

      氏    名 福 田 幸 二 郎         ＴＥＬ（03）5276－5114 

決算取締役会開催日 平成 14 年 5 月 22 日             中間配当制度の有無  無 

定時株主総会開催日 平成 14 年 6 月 27 日             単元株制度採用の有無 有（1 単元 1,000 株） 

 

１．14 年 3 月期の業績（平成 13 年 4 月 1 日～平成 14 年 3 月 31 日） 

（１）経営成績                               （注）百万円未満切捨表示 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

     百万円      ％     百万円     ％     百万円      ％ 

14 年 3 月期 ３８９，７５２（ △４．７）  ８，６４９（△２６．６） ８，５７５（△２６．２） 

13 年 3 月期 ４０９，１５３（ △１．６） １１，７７９（ １６．７） １１，６１３（ ２２．８） 

 

１株当たり 潜在株式調整後１株 株 主 資 本       総 資 本      売 上 高  

 
当 期 純 利 益 当期純利益 当たり当期純利益          当期純利益率 経常利益率 経常利益率 

     百万円    ％   円  銭    円  銭      ％      ％      ％ 

14 年 3 月期    △５１１（  －） △2. 76        －  △０．３   １．５   ２．２ 

13 年 3 月期   ２，０５７（  －）   11. 11        －   １．３   ２．０   ２．８ 

 （注）①期中平均株式数  14 年 3 月期 185,212,004 株  13 年 3 月期 185,213,602 株（自己株式を含む） 

    ②会計処理の方法の変更 無 

    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

（２）配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

（年 間） 
配 当 性 向      

株 主 資 本      

配 当 率      

   円  銭  円 銭  円  銭     百万円      ％      ％ 

14 年 3 月期  ９．００    －  ９．００   １，６６６      －    １．１ 

13 年 3 月期  ９．００    －  ９．００   １，６６６   ８１．０    １．０ 

  

（３）財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

      百万円      百万円        ％     円  銭 

14 年 3 月期  ５９０，６７７  １５７，９６３     ２６．７   ８５２．８９ 

13 年 3 月期  ５８３，５１９  １６３，７８９     ２８．１   ８８４．３３ 

 （注）①期末発行済株式数 14 年 3 月期 185,209,806 株  13 年 3 月期 185,213,602 株（自己株式を含む） 

    ②期末自己株式数  14 年 3 月期    3,796 株  13 年 3 月期     679 株 

 

２．15 年 3 月期の業績予想（平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日） 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

中 間 期 末  

     百万円    百万円    百万円 円  銭 円  銭 円  銭 

中 間 期 １１２，０００ △２，３００ △１，７００    －     

通   期 ４１５，０００    ７５０    ３００    ９．００ ９．００ 

 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 1 円 62 銭 

  ※上記予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の 5 ページを参照してください。 



                                           前田建設（個別） 

 ２２ 

個別財務諸表等 

比較貸借対照表 
                                          （単位：百万円） 

   当  期 

（ Ｈ１４．３．３１現在 ） 

   前  期 

（ Ｈ１３．３．３１現在 ） 
増  減         期 別 

 

科 目   金   額   ％   金   額   ％ 金  額 

 【資 産 の 部】 【５９０，６７７】 【100.0】 【５８３，５１９】 【100.0】 【   ７，１５８】 

［流 動 資 産］ ［４４７，９０５］ ［ 75.8］ ［４３２，７５９］ ［ 74.2］ ［  １５，１４５］ 

 現 金 預 金             ４８，６９７    ５９，４６７    △１０，７７０ 

 受 取 手 形             ２０，５２３    １６，４５３      ４，０７０ 

 完成工事未収入金             ７４，３０３    ６８，９４５      ５，３５７ 

 有 価 証 券                  ６         －          ６ 

 販 売 用 不 動 産             １１，７８４    １２，３０１       △５１６ 

 未 成 工 事 支 出 金            ２４８，２１９   ２２７，６２４     ２０，５９５ 

 短 期 貸 付 金              ３，６２２     ３，５１５        １０６ 

 繰 延 税 金 資 産             １４，１６６    １３，９３６        ２３０ 

 工 事 関 係 立 替 金             １８，６６９    ２０，５２１     △１，８５２ 

 そ の 他 流 動 資 産             １２，７０７    １３，４６８       △７６１ 

   貸 倒 引 当 金           △４，７９５    △３，４７５    △１，３１９ 

［固 定 資 産］ ［１４２，７７２］ ［ 24.2］ ［１５０，７６０］ ［ 25.8］ ［  △７，９８７］ 

（有形固定資産）           （ ７０，４５８） （ 11.9） （ ７２，０７４） （ 12.4） （  △１，６１５） 

 建 物 ・ 構 築 物             ２８，４３６    ２８，９７５       △５３９ 

 機 械 ・ 運 搬 具              ４，９０８     ５，２７８       △３６９ 

 工 具 ・ 器 具 備 品              １，２４４     １，２１５         ２８ 

 土 地             ３５，８１５    ３６，３８１       △５６６ 

 建 設 仮 勘 定                 ５３       ２２２       △１６８ 

（無形固定資産）           （  １，１４６） （  0.2） （     ９５８） （  0.2） （     １８８） 

 ソ フ ト ウ ェ ア                ７６０       ６３５        １２４ 

 その他無形固定資産                ３８６       ３２２         ６３ 

（ 投 資 等 ）           （ ７１，１６７） （ 12.0） （ ７７，７２７） （ 13.3） （  △６，５６０） 

 投 資 有 価 証 券             ５６，０７３    ６２，６５４     △６，５８１ 

 長 期 貸 付 金              ３，０９０     ４，２０９     △１，１１８ 

 破産債権、更生債権等              ８，９３４     ９，９６６     △１，０３１ 

 長 期 前 払 費 用                ２３４       ２２４         １０ 

 繰 延 税 金 資 産              ４，１４３     ２，３１７      １，８２５ 

 そ の 他 投 資 等              ８，７５０     ９，２３９       △４８８ 

   貸 倒 引 当 金          △１０，０６０   △１０，８８４        ８２４ 

      

 資  産  合  計  ５９０，６７７  100.0  ５８３，５１９  100.0     ７，１５８ 



                                           前田建設（個別） 

 ２３ 

 

                                                （単位：百万円） 
   当  期 

（ Ｈ１４．３．３１現在 ） 
   前  期 

（ Ｈ１３．３．３１現在 ） 
増  減         期 別 

 
科 目   金   額   ％   金   額   ％ 金  額 
 【負 債 の 部】 【４３２，７１４】 【 73.3】 【４１９，７２９】 【 71.9】 【  １２，９８４】 
［流 動 負 債］ ［３６９，１０４］ ［ 62.5］ ［３６２，６３２］ ［ 62.1］ ［   ６，４７２］ 
 工 事 未 払 金             ７３，１２３    ７７，３７８     △４，２５４ 
 短 期 借 入 金             ４２，７０４    ３８，３２０      ４，３８４ 
 一年以内償還の社債        －    １０，０００    △１０，０００ 
 一年以内償還の転換社債    ８，２０９         －      ８，２０９ 
 未 払 金    ７，４３４         －      ７，４３４ 
 未 払 法 人 税 等                ９４３       １１３        ８３０ 
 未 払 費 用                ３０９     ３，１６５     △２，８５５ 
 未 成 工 事 受 入 金            ２１４，４４１   ２０４，０８３     １０，３５７ 
 預 り 金             １０，４３８    １２，５７０     △２，１３１ 
 修 繕 引 当 金              １，０４９     １，０４６          ３ 
 賞 与 引 当 金   ２，３４７              －     ２，３４７ 
 完成工事補償引当金               ３１１      ３２７       △１５ 
 従 業 員 預 り 金              ６，２９８     ６，５４２       △２４３ 
 そ の 他 流 動 負 債              １，４９０     ９，０８３     △７，５９３ 
［固 定 負 債］ ［ ６３，６０９］ ［ 10.8］ ［ ５７，０９７］ ［  9.8］ ［   ６，５１２］ 
 社        債   ２３，０００     ８，０００     １５，０００ 
 転 換 社 債                  －     ８，２０９     △８，２０９ 
 長 期 借 入 金              ８，０４７     ８，２６３       △２１６ 
 退 職 給 付 引 当 金             ２９，２２８    ２９，６２６       △３９７ 
 役員退職慰労引当金                ４６１       ３９６         ６４ 
 そ の 他 固 定 負 債              ２，８７２     ２，６０２  ２６９ 
 【資 本 の 部】 【１５７，９６３】 【 26.7】 【１６３，７８９】 【 28.1】 【  △５，８２６】 
［ 資 本 金      ］ ［ ２３，４５４］ ［  4.0］ ［ ２３，４５４） ［  4.0］ ［       －］ 
［ 法 定 準 備 金 ］          ［ ３６，１３１］ ［  6.1］ ［ ３５，９３１］ ［  6.2］ ［     ２００］ 
（ 資 本 準 備 金 ）          （ ３１，５７９） （ 5.3） （ ３１，５７９） （ 5.4） （       －） 

（ 利 益 準 備 金 ）          （  ４，５５２） （  0.8） （  ４，３５２） （  0.7） （     ２００） 
［ 剰 余 金      ］ ［ ８７，２０６］ ［ 14.8］ ［ ８９，６４８］ ［ 15.4］ ［  △２，４４１］ 
（ 任 意 積 立 金 ）          （ ８７，４３８） （ 14.8） （ ８７，３４０） （ 15.0） （      ９８） 
 株 式 消 却 積 立 金              ４，０００     ４，０００          － 
 固定資産圧縮積立金                 ３８        ４０         △１ 
 別 途 積 立 金             ８３，４００    ８３，３００        １００ 
（当期未処分利益） （      －） （   －） （  ２，３０８） （  0.4） （  △２，３０８） 
（当期未処理損失） （    ２３１） （  0.0） （      －） （   －） （     ２３１） 
〈 当 期 純 利 益 〉          〈      －〉 〈  －〉 〈  ２，０５７〉 〈 0.4〉 〈  △２，０５７〉 
〈 当 期 純 損 失 〉          〈    ５１１〉 〈 0.1〉 〈      －〉 〈  －〉 〈     ５１１〉 
［その他有価証券評価差額金］ ［ １１，１７１］ ［  1.9］ ［ １４，７５４］ ［  2.5］ ［  △３，５８３］ 
［ 自 己 株 式 ］ ［     △１］ ［△0.0］ ［      －］ ［  －］ ［      △１］ 
 
 
 

     

 負 債・資 本 合 計  ５９０，６７７  100.0  ５８３，５１９  100.0     ７，１５８ 



                                           前田建設（個別） 

 ２４ 

比較損益計算書   
                                                 （単位：百万円） 

 当  期  前  期 
( Ｈ13.4.1～Ｈ14.3.31 ) ( Ｈ12.4.1～Ｈ13.3.31 ) 

     増  減             期 別 
 
科 目   金  額  ％   金   額  ％   金  額   ％ 

（経 常 損 益 の 部）        
営 業 損 益                   
 完 成 工 事 高            ３８９，７５２ 100.0 ４０９，１５３ 100.0  △１９，４０１  △4.7 

 完 成 工 事 原 価            ３５６，９７５  91.6 ３７０，８５０  90.6  △１３，８７５  △3.7 

   完 成 工 事 総 利 益             ３２，７７６   8.4  ３８，３０３   9.4   △５，５２６ △14.4 

 販売費及び一般管理費             ２４，１２７   6.2  ２６，５２４   6.5   △２，３９６  △9.0 

   営 業 利 益              ８，６４９   2.2  １１，７７９   2.9   △３，１２９ △26.6 

営 業 外 損 益                  
 営 業 外 収 益              ２，５２６   0.6   ２，６２８   0.6     △１０１ △3.9 

  受 取 利 息 配 当 金                １，５７５    １，６４４       △６８  
  そ の 他 営 業 外 収 益                  ９５０      ９８３       △３３  
 営 業 外 費 用              ２，６００   0.7   ２，７９４   0.7     △１９３ △6.9 

  支 払 利 息               １，８０１    ２，０１６      △２１４  
  そ の 他 営 業 外 費 用                 ７９９      ７７８        ２０  
   経 常 利 益              ８，５７５   2.2  １１，６１３   2.8   △３，０３７ △26.2 

（特 別 損 益 の 部）       

 特 別 利 益                 ８９   0.0     ２５０   0.1      △１６０ 64.2 
  固 定 資 産 売 却 益                   －       １１       △１１  

  投 資 有 価 証 券 売 却 益                   ９      １８３      △１７３  

  そ の 他 特 別 利 益                  ８０       ５６        ２３  

 特 別 損 失              ７，８２６   2.0   ６，２６５   1.5     1，５６０ 24.9 

  投 資 有 価 証 券 評 価 損               １，８１０    １，２０４       ６０５  

  滞留債権等貸倒引当金繰入額                     －      ９１７      △９１７  

  仲 裁 裁 定 費 用                   －    １，４００    △１，４００  

  じ ん 肺 訴 訟 和 解 金                   －    １，３８９    △１，３８９  

  海 外 工 事 和 解 金   ４，３４１        －     ４，３４１  

  ゴルフ会員権等評価損       －      ９６６      △９６６  

  そ の 他 特 別 損 失               １，６７４      ３８７     １，２８６  

   税 引 前 当 期 純 利 益                ８３９  0.2   ５，５９７  1.4   △４，７５８ △85.0 

   法人税、 住民税及び事業税     ８１２  0.2     ３２２  0.1      ４９０ 152.2 

   法 人 税 等 調 整 額                ５３９  0.1   ３，２１８  0.8   △２，６７９ △83.3 

   当 期 純 利 益                  －   －   ２，０５７  0.5   △２，０５７   － 
   当 期 純 損 失                ５１１  0.1       －   －      ５１１   － 

   前 期 繰 越 利 益                ２８０      ２５０        ２９  

   当 期 未 処 分 利 益                  －    ２，３０８    △２，３０８  

   当 期 未 処 理 損 失     ２３１        －       ２３１  



                                           前田建設（個別） 

 ２５ 

比較利益処分案 
                                                （単位：百万円） 

当  期 前  期            期 別 
 
 科 目 （Ｈ13.4.1～Ｈ14.3.31 ） （Ｈ12.4.1～Ｈ13.3.31 ） 

増  減 

 当 期 未 処 分 利 益                   －      ２，３０８    △２，３０８ 

 当期未処理損 失        ２３１          －       ２３１ 

 任意積立金取崩額             

  株式償却積立金取崩額      ４，０００          －     ４，０００ 

  固定資産圧縮積立金取崩額          １          １        △０ 

  別 途 積 立 金 取 崩 額      ４，０００          －     ４，０００  

合   計      ７，７７０      ２，３１０     ５，４５９  

 利 益 処 分 額                                           

  利 益 準 備 金                      －        ２００      △２００ 

  株 主 配 当 金                  １，６６６      １，６６６        △０ 

  取 締 役 賞 与 金                      －         ６３       △６３ 

  任 意 積 立 金                                              

   別 途 積 立 金                 ４，０００        １００     ３，９００ 

       計      ５，６６６      ２，０２９     ３，６３６        

 次 期 繰 越 利 益               ２，１０３        ２８０     １，８２３  

（注）配当金は、１株につき当期９円、前期９円 



                                           前田建設（個別） 

 ２６ 

重要な会計方針 

１． 有価証券の評価基準及び評価方法は、満期保有目的の債券については償却原価法（定額法）、子会社株式及び関

連会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場

価格等に基づく時価法（評価差額は部分資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）、時価の

ないものについては移動平均法に基づく原価法によっている。 

２． 未成工事支出金の評価基準及び評価方法は、個別原価法を基礎とする原価法により、また、販売用不動産の評価

方法は、個別原価法を基礎とする低価法によっている。 

３．有形固定資産の減価償却の方法は､定率法によっている。但し、平成10 年 4 月 1日以降取得した建物（建物附属

設備を除く）については、定額法によっている。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっている。 

４．ソフトウェアの減価償却の方法は､社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額法を、その他無形固定資産に

ついては、定額法によっている。 

５．社債発行費は、支出時に全額費用として処理している。 

６．貸倒引当金は、債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を引当て計上している。 

７．修繕引当金は、重機械類の大修繕に備えて当期までに負担すべき修繕見積額を引当て計上している。 

８．賞与引当金は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の内、当期負担額を引当て計上し

ている。 

９．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期において発生していると認められる額を引当て計上している。 

過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15 年）による定額法により

按分した額を、費用の減額処理することとしている。 

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15 年）による定額法

により按分した額を、それぞれの発生の翌期から費用処理している。 

10．役員退職慰労引当金は、取締役、監査役及び執行役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく期末要支給額

の全額を引当て計上している。 

11．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

12． ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ処理によっている。なお、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについ

ては、特例処理によっている。 

13．消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

追 加 情 報 

従来、従業員に対して支給する賞与引当見込額については、未払費用に含めて表示していたが、リサーチ・セン

ター審理情報[№15]「未払従業員賞与の財務諸表における表示科目について」（平成13 年 2 月14 日付日本公認会

計士協会）が公表されたことにより、当期より賞与引当金として表示することに変更した。なお、前期末の未払

費用に含まれている金額は、2,895 百万円である。 

 

表示方法の変更 

  未払金は、資産総額の 100 分の 1 を超えたため、当期より区分掲記することとした。なお、前期末のその他流動 

負債に含まれている金額は、5,371 百万円である。 

  

 

 

 

 

 

 

 



                                           前田建設（個別） 

 ２７ 

注 記 事 項 

（貸借対照表関係） 

                         当  期        前  期 

１．有形固定資産の減価償却累計額       ４８，２２２百万円    ４７，１２１百万円 

２．保証債務額 

   借入金に対する保証債務          ７，１８１百万円    ７，４０６百万円 

     マンション売買契約手付金の返済保証債務    ９５９百万円    １，５１６百万円 

・従業員の住宅取得資金借入についての金融機関への保証債務（971 百万円）に関しては、住宅資金貸付保険が 

 付保されており、将来において実損が発生する可能性がないため、保証債務額から除外している。 

３．受取手形裏書譲渡高            １５，７５０百万円   ２４，６８９百万円 

４．当期は期末日が金融機関の休業日のため、期末日満期手形を交換日に決済する処理を行なっている。その金額は 

  次のとおりである。 

   受取手形                  １，０９６百万円 

   受取手形裏書譲渡高            １，５４６百万円 

５．商法第 290 条第 1 項第 6 号の規定により利益の配当に充当することが制限されている純資産額 

                       １０，８５７百万円    １４，０５６百万円 

 

（損益計算書関係） 

１．香港政庁（現中国・香港特別行政区）より共同企業体の一員として受注した下水道トンネル工事に関し、仲裁裁

定を不服として上訴していたが、和解が成立したため、海外工事和解金として4,341 百万円を当期の特別損失に

計上している。 

２．当期のその他特別損失には、海外工事和解金の未払額に対する為替差損 663 百万円が含まれている。 
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リース取引関係 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

当  期 前  期 

（Ｈ１３．４．１～Ｈ１４．３．３１） （Ｈ１２．４．１～Ｈ１３．３．３１） 

 

取 得 価 額      

相 当 額      

減 価 償 却       

累計額相当額 

期 末 残 高      

相 当 額      

取 得 価 額      

相 当 額      

減 価 償 却       

累計額相当額 

期 末 残 高      

相 当 額      

車 両 運 搬 具        

  百万円 

  １４０ 

   百万円  

    ９３ 

  百万円 

   ４６ 

  百万円 

  ２１８ 

   百万円  

   １８２ 

  百万円 

   ３５ 

工具・器具備品   ４５３    ３２１   １３１   ４５５    ２２８   ２２７ 

合 計          ５９３    ４１４   １７８   ６７４    ４１０   ２６３ 

   （注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、 

      支払利子込み法により算定している。 

（２）未経過リース料期末残高相当額 

     当  期    前  期 

１ 年 内    １０４百万円   １１６百万円 

１ 年 超     ７３百万円   １４６百万円 

合   計    １７８百万円   ２６３百万円 

   （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める 

      割合が低いため、支払利子込み法により算定している。 

（３）支払リース料及び減価償却費相当額 

    当  期    前  期 

支払リース料   １２５百万円   １４３百万円 

減価償却費相当額   １２５百万円   １４３百万円 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

 

２．オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

     当  期    前  期 

１ 年 内    ７６１百万円   ３６１百万円 

１ 年 超    ２２８百万円   １６１百万円 

合   計    ９８９百万円   ５２３百万円 
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有価証券関係 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

当期（平成１４年３月３１日現在）                        （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時   価 差   額 

(1)子会社株式       ７７５     ２，４３５     １，６６０ 

(2)関連会社株式     ９，６１６     ８，５９３    △１，０２３ 

    合    計     １０，３９１    １１，０２８       ６３６ 

 

前期（平成１３年３月３１日現在）                        （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時   価 差   額 

(1)子会社株式       ７７５     ３，４１６     ２，６４１ 

(2)関連会社株式     ９，６１６    １０，４３４       ８１８ 

    合    計     １０，３９１    １３，８５０     ３，４５９ 

 

税効果会計関係 

当 期（平成１４年３月３１日現在） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

   繰延税金資産 

    退職給付引当金損金算入限度超過額          １０，２９８百万円 

    繰越欠損金                      ６，５４０ 

    たな卸資産等有税評価減                ３，３６５ 

貸倒引当金損金算入限度超過額             １，４０４ 

    その他                        ４，８１５ 

   繰延税金資産小計                   ２６，４２６ 

   評価性引当額                          － 

   繰延税金資産合計                   ２６，４２６ 

   繰延税金負債 

    その他有価証券評価差額金              △８，０８９ 

    固定資産圧縮積立金                    △２６ 

   繰延税金負債合計                   △８，１１６ 

   繰延税金資産の純額                  １８，３１０ 
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建築・土木別 受注、完成、手持工事高 

                      

（単位：百万円） 
当  期 

（H13.4.1～H14.3.31） 

前  期 

（H12.4.1～H13.3.31） 
増  減 

       期 別 

 

 区 分 金 額     ％ 金 額     ％ 金 額     ％ 

官公庁   ４９，１６１   ２２．０   ４０，１８６   １６．７     ８，９７４   ２２．３ 

民 間  １７４，２６８   ７８．０  ２００，０４３   ８３．３  △２５，７７５  △１２．９ 建 築 

（計） (２２３，４２９) (  ６１．４) (２４０，２２９) (  ５８．１) (△１６，８００) (  △７．０) 

官公庁  １００，２６２   ７１．３  １１８，１９７   ６８．３  △１７，９３５ △１５．２ 

民 間   ４０，４５４   ２８．７   ５４，８９３   ３１．７  △１４，４３９  △２６．３ 土 木 

（計） (１４０，７１７) (  ３８．６) (１７３，０９１) (  ４１．９) (△３２，３７４) (△１８．７) 

官公庁  １４９，４２３   ４１．０  １５８，３８４   ３８．３   △８，９６０   △５．７ 

民 間  ２１４，７２３   ５９．０  ２５４，９３７   ６１．７ △４０，２１４  △１５．８ 

受 

注 

工 

事 

高 

合 計 

（計） (３６４，１４６) (１００．０) (４１３，３２１) (１００．０) (△４９，１７４) (△１１．９) 

官公庁   ４５，１４０   １９．１   ４３，４３１   １８．５    １，７０９    ３．９ 

民 間  １９０，６６１   ８０．９  １９１，４５３   ８１．５     △７９１   △０．４ 建 築 

（計） (２３５，８０１) (  ６０．５) (２３４，８８４) (  ５７．４) (    ９１７) (   ０．４) 

官公庁  １０６，０２７   ６８．９  １０７，２３２   ６１．５   △１，２０４   △１．１ 

民 間   ４７，９２３   ３１．１   ６７，０３７   ３８．５  △１９，１１４  △２８．５ 土 木 

（計） (１５３，９５０) (  ３９．５) (１７４，２６９) (  ４２．６) (△２０，３１８) (△１１．７) 

官公庁  １５１，１６７   ３８．８  １５０，６６３   ３６．８      ５０４    ０．３ 

民 間  ２３８，５８４   ６１．２  ２５８，４９０   ６３．２  △１９，９０５   △７．７ 

完 

成 

工 

事 

高 

合 計 

（計） (３８９，７５２) (１００．０) (４０９，１５３) (１００．０) (△１９，４０１) (  △４．７) 

官公庁   ６５，４２２   ２０．１   ６１，４０１   １８．２    ４，０２１    ６．５ 

民 間  ２６０，１３９   ７９．９  ２７６，５３３   ８１．８  △１６，３９３   △５．９ 建 築 

（計） (３２５，５６２) (  ４４．１) (３３７，９３４) (  ４４．３) (△１２，３７１) (  △３．７) 

官公庁  ２９３，０１７   ７１．１  ２９８，７８２   ７０．２   △５，７６５   △１．９ 

民 間  １１９，１４３   ２８．９  １２６，６１１   ２９．８   △７，４６８   △５．９ 土 木 

（計） (４１２，１６０) (  ５５．９) (４２５，３９４) (  ５５．７) (△１３，２３３) (  △３．１) 

官公庁  ３５８，４４０   ４８．６  ３６０，１８３   ４７．２   △１，７４３   △０．５ 

民 間  ３７９，２８３   ５１．４  ４０３，１４４   ５２．８  △２３，８６１   △５．９ 

 

手 
持 

工 

事 

高 

合 計 

（計） (７３７，７２３) (１００．０) (７６３，３２８) (１００．０) (△２５，６０５) (  △３．４) 

（％欄カッコ内は建築・土木百分比） 
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  （主要受注工事） 

発注者（敬称略） 工     事     名 工事場所 

(学)大 妻 学 院 大妻学院／大妻中学高等学校新築工事 東 京 都 

東 武 鉄 道 (株 )・ 
(株)リクルートコスモス 

（仮称）足立栗原３丁目新築工事 東 京 都 

ヤ マ ト 運 輸(株) ヤマト運輸(株)（仮称）埼京主管支店新築工事 埼 玉 県 

金 沢 市 石川県金沢食肉流通センター建設工事 石 川 県 

建 
 
 

築 

川 崎 重 工 業(株) (株)福岡クリーンエナジー新東部工場建設工事 福 岡 県 

国 土 交 通 省 日比谷共同溝工事 東 京 都 

横 浜 市 高速鉄道４号線茅ヶ崎南工区土木工事 神奈川県 

日 本 道 路 公 団 東名阪自動車道植田工事 愛 知 県 

日本鉄道建設公団 九幹鹿、筑紫Ｔ（河内）１ 佐 賀 県 

土 
 
 

木 

香 港 特 別 行 政 区 キャッスルピーク道路（西）改良工事 中   国 

 

  （主要完成工事） 

発注者（敬称略） 工     事     名 工事場所 

大和ハウス工業(株) 
(仮称)北広島駅東地区複合施設(優良建築物等整備事業)計画

新築工事 
北 海 道 

東 京 都 都立羽田地区総合学科高等学校（１１）建設工事 東 京 都 

曙ブレーキ工業(株) 曙ブレーキ工業㈱Akebono Crystal Wing 建設工事 埼 玉 県 

若江岩田駅前地区 

市街地再開発組合 

若江岩田駅前地区第一種市街地再開発事業施設建築工事及び 

建築物等除却・整地工事 
大 阪 府 

建 
 
 

築 

積 水 ハ ウ ス(株) 六甲女子学生会館（仮称）新築工事 兵 庫 県 

農 林 水 産 省 
北陸農政局日野川用水（二期）農業水利事業桝谷ダム第四期

建設工事 
福 井 県 

日 本 道 路 公 団 第二東名高速道路豊田ジャンクション東工事 愛 知 県 

関 西 電 力(株) 舞鶴発電所新設工事のうち主要土木工事第３工区 京 都 府 

西南総合開発(株) 岬町淡輪地区宅地造成工事 大 阪 府 

土 
 
 

木 

阪神高速道路公団 長田工区（北行）トンネル工事（その２） 兵 庫 県 
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役員の異動（平成１４年６月２７日付予定） 

 

 

１．代表者の異動 

代表取締役     峯 本  守  （現 取締役） 

   代表取締役     北 村 美也彦 （現 取締役） 

 

２．その他の役員の異動 

（１）取締役の異動 

①新任取締役候補 

   取締役       廣 田  正  （現 ㈱三井住友銀行常務取締役） 

   取締役       佐 藤 英 治 （現 常務執行役員 建築本部副本部長（営業担当）） 

取締役       前 田 操 治 （現 経営管理本部長付兼情報システムサービスカンパニー担当） 

   取締役       福 田 幸二郎 （現 執行役員 経営管理本部副本部長兼同本部財務部長） 

 

②退任予定取締役 

   代表取締役副会長  寺 島 一 雄 （副会長に就任予定） 

   代表取締役     高 井 眞 澄 （光が丘興産㈱代表取締役社長に就任（重任）予定） 

   代表取締役     浅 野  磐  （顧問に就任予定） 

   取締役       谷 口 弘 芳 （㈱前田製作所特別顧問に就任予定） 

   取締役       作 田 幸 弘 （フジミ工研㈱監査役に就任予定） 

   取締役       廣 本 文 泰 （常任技術顧問に就任予定） 

 

（２）執行役員の異動 

①昇格予定執行役員 

   執行役員副社長 土木本部長          峯 本  守  （現 専務執行役員 土木本部長） 

   執行役員副社長 建築本部長          北 村 美也彦 （現 専務執行役員 建築本部長）  

   専務執行役員  土木本部副本部長（営業担当） 上 田 惠一郎 （現 常務執行役員 土木本部副本部長（営業担当））

   常務執行役員  関東支店長          友 部 雄 策 （現 執行役員   関東支店長） 

   常務執行役員  新規事業担当         山 田 一 宇 （現 執行役員   新規事業担当） 

   常務執行役員  建築本部副本部長（施工担当） 工 藤 和 男 （現 執行役員   建築本部副本部長（施工担当）

           兼安全環境本部副本部長                      兼安全環境本部副本部長） 

                                       

②新任執行役員選任予定者 

   専務執行役員  営業担当           廣 田  正  （現 ㈱三井住友銀行常務取締役） 

常務執行役員  営業担当           大 和  稔  （現 顧問） 

   常務執行役員  営業担当           冨 岡 康 直 （現 顧問） 

   常務執行役員  経営管理本部長        前 田 操 治 （現 経営管理本部長付 

兼情報システムサービスカンパニー担当          兼情報システムサービスカンパニー担当） 

   執行役員    横浜支店長          圓 尾 龍 太 （現 横浜支店長） 

   執行役員    建築本部           新 藤 周 一  (現 建築本部建築エンジニアリング・設計部長)

            建築エンジニアリング・設計部長 

   執行役員    新規事業担当                 竹 内 利 征 （現 新規事業担当） 

   執行役員    建築本部建築営業第一部長      大 木 俊 英 （現 建築本部建築営業第一部長） 
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③退任執行役員（平成１４年５月２１日付） 

  執行役員      池 田 徳 夫 （前田道路㈱顧問に就任（平成 14 年 5 月 22 日付）） 

 

④退任予定執行役員（退任予定取締役兼務者を除く） 

   常務執行役員    細 野 勝 久 （顧問に就任予定） 

   常務執行役員    柏 木 淳 男 （常任技術顧問 兼フジミ工研㈱取締役常務執行役員に就任予定） 

   常務執行役員    秋 葉  稔  （特別顧問に就任予定） 

   執行役員      野 水 宏 樹 （顧問に就任予定） 

   執行役員      山 下 清 一 （顧問に就任予定） 

   執行役員      原 谷  哲  （フジミビルサービス㈱監査役に就任予定） 

  執行役員      米 谷  敏  （顧問 兼㈱ミヤマ工業取締役専務執行役員に就任予定） 

  執行役員      金 尾 卓 明 （フジミ工研㈱取締役執行役員に就任予定） 

 

 

 



前田建設（個別）

取締役・執行役員の一覧（平成１４年６月２７日付）

＜取締役＞  

職              名 氏    名

代表取締役会長 代表取締役会長 前田又兵衞

代表取締役社長 兼執行役員社長 代表取締役社長 兼執行役員社長 前田  靖治

代表取締役 兼執行役員副社長 取締役 兼専務執行役員 土木本部長 峯本    守

代表取締役 兼執行役員副社長 取締役 兼専務執行役員 建築本部長 北村美也彦

取締役 兼執行役員副社長 取締役 兼執行役員副社長 技術本部長 布施  洋一

取締役 兼執行役員副社長 取締役 兼執行役員副社長 経営管理本部担当 兼海外担当 福井  幸平

安全環境本部長  

兼土木本部副本部長（施工担当）

兼技術本部副本部長

兼リテール事業担当

取締役 兼専務執行役員 取締役 兼常務執行役員 土木本部副本部長（営業担当） 上田惠一郎

取締役 兼専務執行役員 　 　 営業担当 廣田　　正

取締役 兼常務執行役員 取締役 兼常務執行役員 関西・中国・四国地区担当(関西駐在) 清末  直行

取締役 兼常務執行役員  常務執行役員 建築本部副本部長（営業担当） 佐藤　英治

経営管理本部長           

兼情報システムサービスカンパニー担当

経営管理本部副本部長

兼同本部財務部長

＜執　行　役　員＞　（取締役兼務を除く）

職              名 氏    名

専務執行役員 専務執行役員 営業担当 加藤    彰

常務執行役員 執行役員 関東支店長 友部  雄策

常務執行役員 執行役員 新規事業担当 山田  一宇

常務執行役員 顧問 営業担当 大和　　稔

常務執行役員 顧問 営業担当 冨岡　康直

常務執行役員 執行役員
建築本部副本部長（施工担当）
兼安全環境本部副本部長 工藤  和男

執行役員 執行役員 営業担当 井上隆三郎

執行役員 執行役員 営業担当 高橋    勉

執行役員 執行役員 中部支店長 渋谷　　弘

執行役員 執行役員 北海道支店長 剱地  弘隆

安全環境本部副本部長

兼土木本部土木部長

執行役員 執行役員 九州支店長 赤島　正晃

執行役員 執行役員 土木本部営業統括部長 市川  泰彦

執行役員 横浜支店長 圓尾　龍太

建築本部

   建築エンジニアリング・設計部長

執行役員 新規事業担当 竹内　利征

執行役員 建築本部建築営業第一部長 大木  俊英

以　上

執行役員 新藤　周一

兼専務執行役員 川嶋  信義

川瀨祥一郎執行役員

福田幸二郎

新   役   名 旧  役  名

前田　操治

新   役   名 旧  役  名

執行役員

兼執行役員取締役 執行役員

代表取締役 兼専務執行役員 代表取締役

取締役 兼常務執行役員

３４
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